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3１－１．役員数および役員報酬、１人当たりの平均額

○ 役員数は、前回（Ｈ２０改定）から２名の削減。

役員報酬は、役員退職慰労金の廃止を含めた減額措置により、前回から▲２.１億円（▲３０.０％）の削減。

今 回

（H25～27平均）

前 回

（H20）
差 異

役 員 数 １８ ２０ ▲ ２

社 内 １４ １７ ▲ ３

社 外 ４ ３ １

役 員 報 酬 ４９９ ７１３ ▲２１４

社 内 ４６７ ６８１ ▲２１４

社 外 ３３ ３３ ０

１人あたり

報酬平均額

２８ ３６ ▲ ８

社 内 ３３ ４０ ▲ ７

社 外 ８ １１ ▲ ３

（注）前回原価には役員退職慰労金を含む。（H24年7月廃止）

（人，百万円）
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○ 公益事業の範囲については、東京電力殿の査定方針で示されたガス、水道、鉄道、通信、航空の５業種。

○ 地域補正については、「賃金構造基本統計調査」の都道府県別データは、非正規社員等や異なる職種が混在しているのに対し、
「人事院勧告」のデータは、同じ雇用形態・職種（正社員、事務・技術職）を対象としていることから、当社の地域補正は、
「人事院勧告」のデータを使用。（地域補正係数：０.９６３）
なお、「消費者物価指数」と比較すると、「賃金構造基本統計調査」より「人事院勧告」のデータのほうが四国と全国の較差は
近似。

１－２．年収メルクマール（公益補正・地域補正）

▲１０.５％

▲３.７％
▲２.５％

▲12.0

▲10.0

▲8.0

▲6.0

▲4.0

▲2.0

0.0

2.0

地域補正係数の比較

全国平均

▲1.2

▲8.0

消費者物価
地域差指数

人事院勧告
(当社適用)

賃金構造
基本統計調査

（注１）消費者物価地域差指数の地域補正係数は、総務省「平成21年消費者物価地域差指数」における全国と四国地域との較差。
（注２）人事院勧告の地域補正係数は、「平成24年人事院勧告」における民間給与の全国と中国・四国地域との較差。
（注３）賃金構造基本統計調査の地域補正係数は、「平成23年賃金構造基本統計調査」（1,000人以上・一般労働者）における都道府県別の

平均年収を当社の都道府県別の従業員数（勤務地ベース）で加重平均した年収と同調査における一般労働者の平均年収との較差。



5１－３．出向者の給与

○ 出向者の給与については、①．出向先の事業内容、②．各出向者の出向先での業務内容を調査し、電気事業と密接な関連を有す

る業務に従事している出向者に限定した上で、当社負担分を原価に算入。

○ 出向者の給与のうち当社負担分は、当社の基準による支給額が出向先の基準による戻入額を上回る部分であり、原価では３ヵ年

平均で２０億円程度計上。

※：出向者数はH25～27年度平均。

グループ会社（１，２５２人） 電力・エネルギー業界団体（６８人） 四国内経済団体等（８０人）

・四電工

・四電エンジニアリング

・四電技術コンサルタント

・四国計測工業

・四電ビジネス

・四国総合研究所

（他９社 計９５７人）

・海外電力調査会

・電力系統利用協議会

・原子力安全推進協会

・原子力発電環境整備機構

・日本原燃

・石炭資源開発

（計３１人）

全員
原価不算入

原価算入出向者数 ： ９８８人

電気事業と密接な関連を有する業務の従事者のみ原価算入

出向者総数※ ： １，４００人

※出向先名や業務内容等については次頁以降を参照



6（参考）原価に算入した出向者（①グループ会社への出向者）

出向先 主な事業内容 電気事業と密接な関連を有する業務
人数

グ

ル

ー

プ

会

社

建
設

㈱四電工
・送配電工事の施工
・屋内電気設備･空調･給排水･衛生設備の
設計･施工

・送電設備の巡視･点検計画の策定、
支障木伐採の計画･実施

・配電設備の設計･保守･工事管理
・配電設備の工事施工 等

524

四電エンジニアリング㈱ ・電気、機械、土木及び建設関係工事の施工

・発電設備や変電設備に係る新設･改良
工事や保守管理業務、巡視点検･定期
点検

・修繕工事の計画･設計及び実施
・保安通信設備の設備･修繕工事 等

128

㈱四電技術コンサルタント ・土木、建設等の調査、設計および工事監理

・水力･変電設備の巡視点検、修繕計画
の策定

・水力発電用ダムの保守･管理
・火力発電所の環境アセスメント対応、
設備の劣化調査･工事監理 等

43

製
造

四国計測工業㈱
・各種計測制御機器製造･販売
・半導体関連事業
・電気計装工事の設計･施工

・火力発電所の計装設備の点検･日常補修
・原子力発電所の放射線計測器、施設防護
設備の日常補修･保守管理

・系統制御システムの設計･検査･保守
・計器の製造管理 等

52

四変テック㈱
・変圧器･配電盤、電子機器、精密金型等の
製造販売

・電力設備の制御盤の設計･製造
・変圧器･制御盤の検査

3

テクノ・サクセス㈱
・送電用電気機器･配電用電気機器･
電気絶縁物等の製造販売

・送変配電機器に関する調査･研究
・碍子の製造管理 等

6

○ グループ会社は、電気事業以外の一般向けの事業も行っているため、出向者の業務内容を調査し、電気事業と密接な関連を有する

業務に従事している出向者のみ、原価算入することとした。



7（参考）原価に算入した出向者（①グループ会社への出向者）

出向先 主な事業内容 電気事業と密接な関連を有する業務
人数

グ

ル

ー

プ

会

社

情
報
通
信

㈱ＳＴＮeｔ ・通信･情報システムサービス

・情報システム基盤の整備･運用
・配電･業務システムの開発･運用･保守
・保安通信線路に関する拡充･保守計画の
策定 等

64

研
究
開
発

㈱四国総合研究所
・各種調査･研究･開発･電力利用技術等に
関するコンサルティング

・水力発電設備の運用･保守の高度化に関
する研究

・火力発電設備の燃焼評価技術の研究
・原子力発電プラントの構造強度解析
・配電系統の運用･設備形成に関する研究等

40

エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連

伊方サービス㈱
・水質測定･放射線測定など伊方発電所の
運営サービス業務

・特産品の開発･加工･販売

・原子力発電所の周辺設備の運転管理
・発電所管理区域への搬出入管理や放射線
管理

32

坂出ＬＮＧ㈱
・ＬＮＧ受入･貯蔵･気化･気化ガス送出および
出荷に関する業務

・ＬＮＧ基地の設備･修繕工事計画の策定
・基地の運転･監視･巡視業務
・ＬＮＧ受入 等

25

橘火力港湾サービス㈱
・海外炭の揚炭および運炭等の荷役業務
・通関業務、港湾管理業務

・海外炭輸送船の入出港、揚運炭作業 等 2

土佐発電㈱ ・電力卸供給事業 ・発電設備の運転･保守管理 等 1

ビ
ジ
ネ
ス
サ
ー
ビ
ス
ほ
か

四国航空㈱
・送電線巡視飛行
・建設資材の輸送

・ヘリコプターによる送電設備の巡視、
点検の計画および管理

1

四電ビジネス㈱
・産業廃棄物の処理
・電設資材･石油製品･事務用機器等の販売
・ビル賃貸

・火力発電プラントの環境設備(脱硫･排水
処理装置等)の化学分析や石炭灰処理

31

(財)四国電気保安協会
・電気設備の保安管理業務
・定期・受託調査業務

・規制部門需要家の電気設備調査 5



8（参考）原価に算入した出向者（②電力・エネルギー業界団体への出向者）

出向先
主な事業内容

（電気事業と密接な関連あり） 人数

電

力

・

エ

ネ

ル

ギ

ー

業

界

団

体

（社）海外電力調査会
・海外の電気事業に関する調査研究
・電気事業に関する海外の関係機関、団体との交流および協力
・海外の電気事業に関する情報・資料の収集・分析および提供 等

3

（社）電力系統利用協議会
・電気事業法上の送配電業務支援機構
・電力系統に関するルールの策定・監視、給電連絡業務、系統情報の提供 等

3

（社）原子力安全推進協会
・原子力の安全性向上対策の評価と提言、勧告・支援
・原子力施設の評価と提言・勧告および支援 等

5

原子力発電環境整備機構
・「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」に基づく、使用済燃焼の再処理等を行った後
に生ずる特定放射性廃棄物の最終処分事業

3

日本原燃（株）
・ウランの濃縮
・使用済燃料の再処理事業 等

16

石炭資源開発（株） ・海外石炭資源の調査・探鉱・開発・輸入・販売 1

○ 電力・エネルギー業界団体については、電気事業の運営を行う上で必要と考えられる事業を行っている団体への出向者のみ、原価

算入することとした。



9１－４．退職給与金

○ 退職金および退職年金に係る費用は、退職給付会計に基づき算定した費用を原価に算入。

○ 当社は、人件費削減効果の大きい退職給与金に着目し、平成１６年度に退職給付制度の見直しを行い、給付水準を抜本的に引き

下げることにより、実施年度で２８０億円程度、以降、毎年２０億円程度の退職給与金を削減。

○ 数理計算上の差異の償却費用については、当社は従来より原価に織り込んでいない。

（百万円）

申請原価

退職給付費用 4,761

勤務費用 3,677

利息費用 2,271

数理計算上差異償却費用 0

期待運用収益 ▲2,349

確定拠出年金

前払退職金拠出金
1,162

その他 ▲459

退職給与金 計 4,302

退職一時金 年 金 合 計

当 社 標準的な退職者 9,095 16,385 25,480

人事院調査
民 間 9,344 17,182 26,526

公 務 26,577 2,611 29,187

中労委調査 調査産業計 10,792 12,641 23,433

（千円）当社の標準的退職者の退職給付水準

○当社：高卒、定年、副長クラス、勤続41.5年
○人事院調査：「民間の企業年金及び退職金の実態調査」（H23）1,000人以上、定年
○中労委調査：「賃金事情等総合調査」（H23）高卒、事務・技術、男子、定年

退職給与金の内訳

○退職給与金は、将来の退職給付に備えて、毎年計上する費用であり、退職給付会計の
ルールに基づき、

①年金資産の運用収益

②従業員各人の将来の退職確率など

将来の退職給付額等を合理的に予測するために設定した前提条件を用いて算定。

○「数理計算上の差異」は、この前提条件と実績との差異を埋めるために計上するもの。



10１－５．一般厚生費

１人あたり

一般厚生費

当社申請 ３０.７

1,000人以上企業平均
（メルクマール）

３１.１

全産業平均 ３０.７

○ 一般厚生費については、カフェテリアプランの付与ポイントの３割削減、持株奨励金の半減、文化体育費の全額カットなどを

織り込み、メルクマールを下回る水準に引き下げ。

申請原価 主な効率化内容 効率化額

安全衛生管理費 ４８６ －

住宅生活費 ４７７
・保養所関連費の全額カット

（保養所は１箇所）
▲２０

文化体育費 ０

・全額カット

職レク補助停止、文化体育活動

支援見直し、陸上部廃止など

▲２０４

慶弔見舞金 １０１ －

持株奨励金 ４９
・持株奨励金の付与率の引き下げ
(10→5％)

▲４９

財形助成費 １０１ －

カフェテリアプラン ６９７ ・付与ポイントの30%削減 ▲２７６

その他 ▲１４ ・諸雑費の削減 ▲１５

一般厚生費計 １,８９７ ▲５６４

一般厚生費の内訳と効率化状況 １人あたり一般厚生費の水準
（百万円） （万円）

（出典）日本経団連「福利厚生費調査結果報告」
（平成23年度）



11１－６．健康保険料事業主負担割合

○ 健康保険料の事業主負担割合は、東京電力殿の査定方針を踏まえ、平成２３年３月末時点の単一・連合健康保険組合の事業主負担
割合の平均値５６％で申請。（現行６０.４％から削減）

56.0 56.0

0

20

40

60

80

100

単一・連合の計
平成23年3月末

当社申請

(％)

健康保険料事業主負担割合の比較

（出典）健康保険組合連合会「健康保険組合の現勢」（平成23年3月末現在）



12１－７．委託検針費・委託集金費の引下げの中身

○ 委託検針費・委託集金費については、検針員・集金員の協力謝礼金を現行水準から５０％削減し、原価に算入。

申請原価 主な効率化内容 効率化額

委託検針費 １，６１６ ・協力謝礼金を現行水準から５０％削減 ▲１８３

委託集金費 ４５１ ・協力謝礼金を現行水準から５０％削減 ▲４８

合 計 ２，０６７ ▲２３１

委託検針費・委託集金費の効率化状況

（百万円）



13１－８．採用人数抑制の考え方

○ 当社は、今後、高年齢層の大量退職が見込まれる中、電力の安定供給に必要な人材の確保と技術の円滑な継承を図るため、平成２０

年度から段階的に採用人数を増やし、平成２３年度以降は毎年１３０人程度を採用してきたが、今回の料金改定にあたり、最大限の効

率化を推進するとの方針の下、採用人数の抑制に取り組むこととした。

○ ２６年度以降の具体的な採用人員については、各部門の業務執行に支障を来たさないよう、

・ 発電や電力輸送など、技術系については、最小限の抑制に留める

・ 販売・一般管理など、事務系については、シニア社員の活用や業務運営体制の見直し等による効率化を織り込むことにより、

大幅に抑制する

ことを基本とし、▲５０名(平成２５年度比)抑制することとした。

配属予定部門
25年度
①

26年度以降
②

差
②-①

技術系

水力･変電･給電 １７ １４ ▲３

火力 １２ １１ ▲１

原子力 １６ １２ ▲４

送電 ７ ６ ▲１

配電 ２０ １５ ▲５

情報通信、土木建築 １３ ８ ▲５

事務系 販売・一般管理 ４５ １４ ▲３１

合計 １３０ ８０ ▲５０

【部門別採用人数内訳】 （人）

（人）【採用人数実績（予定）の推移】

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度以降

採用人数 ８３ ８３ １０８ １２１ １１８ １３６ １３３ １３０ ８０

最小限の抑制

⇒ 大幅に抑制

要員計画に基づき、
業務執行への
影響を評価



14１－９．雑 給

○ 雑給の対象者は、嘱託、臨時職員および入向者のみ。

○ 嘱託等の給与は、賃金構造基本統計調査の一般労働者平均を１００万円程度下回る水準に引き下げて原価を申請。

○ 相談役・顧問の給与は全額原価不算入。シニア社員の給与は給料手当に計上。

嘱託･臨時職員 ９５

入 向 者 ５８

（百万円）

申請原価 主な効率化内容 効率化額

給 与 ４２８ ・給与等の引き下げ ▲２３

厚生費 ７１
・給与等の引き下げに伴う減 ▲４

・厚生年金保険料等の増 ＋１０

退職金 １２ －

入出向者口 ３４８ －

合 計 ８５９ ▲１７
（出典）厚生労働省「平成23年賃金構造基本統計調査」における一般労働者の年収

嘱 託：特定の専門業務や一般事務業務に従事する者

（障害者雇用促進法に基づく障害者雇用にも対応）

臨時職員：社員の欠員補充等を目的に、主に一般事務業

務に従事する者

入 向 者：関係会社等から当社への出向者

（人）

雑給の内訳

雑給対象者数

451
551

0

100

200

300

400

500

600

一般労働者 当社申請

(万円)

嘱託等の１人あたり年収



15１－10.社用車を相談役・顧問とその他の役員等が使用する割合

○ 役員車として使用している社有車は７台あり、相談役・顧問や役員の他にも、社員の外出移動、来客の送迎など、業務上必要な

際にも利用している。

○ このうち、相談役・顧問が社有車を利用している割合は、平成２４年度の使用回数の実績でみた場合、約１割となっている。

11%

89%

相談役・顧問利用分

その他役員等利用分
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２．燃料費、購入･販売電力料

２－１．燃料購入価格における諸経費の内訳

２－２．石炭輸送における外航運賃と用船市況との比較

２－３．購入電力料の算定概要

２－４．販売電力料の算定概要

２－５．前回（平成20年度）改定時との原価差について

（参考）今回の値上げの要因について

２－６．今回・前回の融通の状況

２－７．融通販売電力料の規制部門・自由化部門への配分

・・・Ｐ１７

・・・Ｐ１８

・・・Ｐ１９

・・・Ｐ２０

・・・Ｐ２１

・・・Ｐ２２

・・・Ｐ２８

・・・Ｐ２９
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重 油
［62,841円/kl］

原 油
［66,807円/kl］

石 炭
［11,716円/t］

ＬＮＧ
［73,560円/t］

原油/重油代（８７％）

外航運賃（２％）

保険代（０.２％）

CIF価格 ８９％

石油石炭税 ４％

諸経費 ７％

原油代（８５％）

外航運賃（３％）

保険代（０.２％）

CIF価格８９％

石油石炭税 ４％

諸経費 ７％

石炭代（７２％）

外航運賃（１１％）

保険代（０.１％）

CIF価格 ８４％

石油石炭税 ９％

諸経費 ７％

LNG代

(基地持ち届け)

CIF価格 ９５％

石油石炭税 ２％

諸経費 ３％

２－１．燃料購入価格における諸経費の内訳

○ 燃料購入価格における諸経費率は、重油・原油・石炭ともに７％、ＬＮＧが３％であり、いずれも全体に占める割合は小さい。

○ 諸経費項目は、重原油における製油所経費,基地経費,内航費、石炭における中継基地経費,内航費,揚炭費、ＬＮＧにおける基地
受入経費など。

基地経費等 ４％

内航費 ２％

その他経費 １％

中継基地経費 ３％

内航費 ２％

揚炭費 １％

その他経費 １％

基地受入経費 ３％

その他経費 ０％

製油所経費等 ６％

内航費 １％

その他経費 ０％



18２－２．石炭輸送における外航運賃と用船市況との比較

○ 石炭を輸送する外航船の用船市況は大きく乱高下しており、造船コストをベースとした専航船契約や市況をベースとした短期･
スポット契約など様々な契約を組み合わせてリスク分散を図ることが重要。

○ 当社は、ケープ型専航船「たちばな」を軸に据えつつ、それ以外は契約期間や契約始期等を多様化することで、経済的かつ安定的な

運賃を実現している。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

(年度)

($/日)

ケープ型(15万トン級)

パナマックス型(7万トン級)

専航船「たちばな」
新造船で導入

リーマンショック

新造船の大量竣工、
中国向け荷動き停滞
等により低迷

出所：クラークソン･リサーチ･サービス社発表の用船市況を基に当社作成

ケープ･パナマックス型用船市況の推移 平成24年度当社海外炭輸送実績

短期・スポット契約 33%
（１年以内）

「たちばな」31%

中・長期契約 36%
（２～５年）



19２－３．購入電力料の算定概要

○ 原価算定にあたっては、電力受給契約を締結済みの期間は契約料金とし、原価算定期間中に契約更改を予定している場合、

それ以降の契約については、効率化を織り込むなどした更改契約想定値とした。

なお、電力量については、前提計画の供給力想定にもとづいている。

○ 今回の料金原価については、契約更改時の料金交渉等により、前回改定に比べ８８億円の減少となった。

今回改定(H25～27) Ａ 前回改定(H20) Ｂ 差 引Ｃ＝Ａ－Ｂ 備 考
（主な差異理由）金額 電力量 単価 金額 電力量 単価 金額 電力量 単価

地帯間購入電力料
(他の電力会社からの購入)

- - - - - - - - -

他

社

購

入

電

力

料

（
電
力
会
社
以
外
か
ら
の
購
入
）

卸電気事業者
（電源開発㈱）

356 48 7.35 488 54 9.02 ▲133 ▲6 ▲1.67
・契約更改に伴う
単価の低下

卸供給事業者
（ＩＰＰ・公営等）

230 29 7.87 224 30 7.43 6 ▲1 0.44

自家発・
取引所取引

21 2 11.40 1 0 7.22 21 2 4.18
・取引所取引を
今回から織込み

新エネルギー 48 7 7.25 30 3 11.34 18 4 ▲4.09
・再エネ買取制
度の影響※

計 654 86 7.61 743 87 8.54 ▲88 ▲1 ▲0.93

購 入 電 力 料 計 654 86 7.61 743 87 8.54 ▲88 ▲1 ▲0.93

（億円，億kWh，円/kWh）

注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

※太陽光余剰買取制度（H21/11～）や再エネ全量買取制度（H24/7～）の導入等により購入量は増加したが、再エネ購入に係る費用の一部を
電気料金とは別に、再生可能エネルギー発電促進賦課金で回収することなどから、実質的な購入単価が低下。



20２－４．販売電力料の算定概要

今回改定(H25～27) Ａ 前回改定(H20) Ｂ 差 引 Ｃ＝Ａ－Ｂ
備 考

（主な差異理由）金額 電力量 単価 金額 電力量 単価 金額 電力量 単価

地帯間販売電力料
(他の電力会社への販売)

81 6 12.52 715 62 11.56 ▲634 ▲55 0.96 ・送電電力量の減

他

社

販

売

電

力

料

（
電
力
会
社
以
外
へ
の
販
売
）

常時バックアップ 16 1 10.76 - - - 16 1 10.76
・前回改定時は

離脱需要なし

取 引 所 取 引 12 1 11.07 - - - 12 1 11.07 ・今回から織込み

計 28 3 10.89 - - - 28 3 10.89

販 売 電 力 料 計 109 9 12.06 715 62 11.56 ▲607 ▲53 0.50

（億円，億kWh，円/kWh）

注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

○ 原価算定にあたっては、電力受給契約を締結済みの期間は契約料金とし、原価算定期間中に契約更改を予定している場合、

それ以降の契約については、効率化を織り込むなどした更改契約想定値とした。

なお、電力量については、前提計画にもとづいている。

○ 今回の料金原価については、原子力利用率低下に伴う代替供給力確保のため、他の電力会社への販売電力量を大幅に縮小させ
たこと等により、前回改定に比べ６０７億円の減少となった。
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○ 今回改定では、原子力の発電量が大幅に減少したことから、前回、融通送電に使用していた火力を含む全ての供給力を自社需要に

充当した結果、前回に比べて融通送電による収入（控除収益）が大幅に減少することとなった。

控除収益の減少は料金原価を増加させることから、控除収益の減による費用増６０７億円と、火力の追加発電等に伴う燃料費の増

１０４億円を合わせた費用増は７１１億円となる。

○ 融通送電による収入（控除収益）の多くは燃料費であることから、今回の値上げの主な要因は、燃料費の増などによるものとご説

明している。

2924,7645,056

▲11▲4▲15接 続 供 給 託 送 収 益

小 売 対 象 原 価

そ の 他 控 除 収 益

販 売 電 力 料

629▲830▲201控 除 収 益

607▲715▲109

22▲115▲93

▲4304,4193,989燃 料 費 以 外 合 計

1041,1791,282燃 料 費

差引
（Ａ）－（Ｂ）

前回（Ｂ）
（H20）

今回（Ａ）
（H25～H27）

2924,7645,056

▲11▲4▲15接 続 供 給 託 送 収 益

小 売 対 象 原 価

そ の 他 控 除 収 益

販 売 電 力 料

629▲830▲201控 除 収 益

607▲715▲109

22▲115▲93

▲4304,4193,989燃 料 費 以 外 合 計

1041,1791,282燃 料 費

差引
（Ａ）－（Ｂ）

前回（Ｂ）
（H20）

今回（Ａ）
（H25～H27）

（億円）

原子力燃料費の減▲ 34

火力燃料費の増 ＋138

711億円の増

◇今回と前回の原価差について

２－５．前回（平成20年度）改定時との原価差について
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（参考）今回の値上げの要因について
（第24回料金審査専門委員会資料から抜粋）



23（参考）１．供給力と融通の状況

○ 前回改定時（平成２０年度）には、保有する３台の原子力が全て安定運転をしていたことから、
・自社需要向けは原子力・水力で５割強、残りは火力で送電
・火力の余力を活用して６２億ｋＷｈを融通送電
していた。

○ 今回改定（平成２５～２７年度）では、伊方３号機の再稼働を織り込むものの、原子力の発電量は前回に比べ大幅に減少する。
このため、
・火力の供給力を自社需要に充当せざるを得ず、融通送電は大幅に縮小する。

・この結果、自社需要向けの供給力は、原子力・水力で３割程度をまかなうものの、火力の割合は７割

と、前回改定に比べ大幅に増加し、燃料費が大幅に増加する。

供 給 力 と 融 通 の 状 況 （ 前 回 、今 回 の 比 較 ）

自社需要対応

分の火力は

23%増

今回（H25～H27）

314億kWh

原子力
20%

水力他 12%

融通送電等※
9億kWh

自社需要相当
100%

（305億kWh）

火 力
68%

融通送電
62億kWh

390億kWh

原子力
44%

水力他 11%

火 力
45%

融通送電の火力分を
自社需要向けに充当
(融通は大幅に縮小)

前回（H20） ※エリア特定融通は

前回今回とも送電

原子力の比率は半減

自社需要相当

100%

（328億kWh）

335億kWh

原子力
44%

水力他 11%

火 力
45%

前回（H20）
融通送電前

火力に安定した余力が
あったため、焚き増し
して融通送電を実施

融通送電※

7億kWh

供 給 力 と 融 通 の 状 況 （ 前 回 、今 回 の 比 較 ）

自社需要対応

分の火力は

23%増

今回（H25～H27）

314億kWh

原子力
20%

水力他 12%

融通送電等※
9億kWh

自社需要相当
100%

（305億kWh）

火 力
68%

融通送電
62億kWh

390億kWh

原子力
44%

水力他 11%

火 力
45%

融通送電の火力分を
自社需要向けに充当
(融通は大幅に縮小)

前回（H20） ※エリア特定融通は

前回今回とも送電

原子力の比率は半減

自社需要相当

100%

（328億kWh）

335億kWh

原子力
44%

水力他 11%

火 力
45%

前回（H20）
融通送電前

火力に安定した余力が
あったため、焚き増し
して融通送電を実施

融通送電※

7億kWh
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３９０億円

燃料費以外
人件費
修繕費
資本費
など

燃料費

自社需要に
要する燃料費

融通送電に
要する燃料費
３９０億円

自社需要の販売収入
＝小売料金

自社需要に
要する費用

融通収入
６１９億円

７８９億円

３,９７５億円

４,７６４億円

５,３８３億円

６１９億円

【全ての必要経費】

燃料費以外の費用

燃料費

３,９７５億円

７８９億円

【自社需要対応原価】
（小売対象原価）

（融通で回収する費用）
　（２２９億円）

２２９億円

【融通原価】
（控除収益）

４,７６４億円

１,１７９億円

（参考）２．総原価と融通原価との関係

○ 電気料金算定のための自社需要対応原価（小売対象原価）は、全ての必要経費から、融通原価を控除収益として差し引いたもので

ある。

◇前回原価における総原価と融通原価（＝融通収入）

注：融通影響補正後の費目別の配分については、料金を届出して
いる融通は届出値に基づくものとし、それ以外の融通は火力
の費目別原価構成比に基づき配分した。

＝

＝



25（参考）３．融通の影響を補正した原価

○ 前回原価における控除収益のうち、前回改定時にのみ織り込んでいた融通の原価について、それぞれの費目に分解して融通の影響

を補正し、自社需要に対応する原価を算定した。

今回原価（Ａ）と、融通影響補正後の前回原価（Ｃ）とを比較すると、

・自社需要分の燃料費は、実質的には４９４億円増加し、

・燃料費以外の費用は、前回、融通料金で回収していた費用２２９億円を今回は小売料金で回収する

ことによる増加はあるものの、効率化などにより、実質的には２０２億円減少している。

▲202

2924,7642924,7645,056

▲11▲4▲11▲4▲15接 続 供 給 託 送 収 益

小 売 対 象 原 価

差引
（Ａ）－（Ｃ）

前回（Ｃ）
（H20）

▲115
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789
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（融通影響補正後）
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前回（Ｃ）
（H20）

▲115

▲96

▲211

4,190

789

自社需要対応原価
（融通影響補正後）

22

▲13

10

▲201

494

そ の 他 控 除 収 益

販 売 電 力 料

629▲830▲201控 除 収 益

607▲715▲109

22▲115▲93

▲4304,4193,989燃 料 費 以 外 合 計

1041,1791,282燃 料 費

差引
（Ａ）－（Ｂ）

前回（Ｂ）
（H20）

今回（Ａ）
（H25～H27）

（億円）

▲390

燃料費

燃料費

以外

▲229



26（参考）４．原価の増減要因

○ 前頁のとおり前回原価を融通補正した上で、前回から今回への原価増（２９２億円）を整理すると、下図のとおりとなる。

○ 燃料費については、需要差（▲17億kWh）に相当する燃料費２００億円を考慮すると、実質的には、６９４億円増加していること

となる。

燃料費以外は、融通を自社へ充当することにより２２９億円増加するものの、効率化等によりコストが４３１億円減少した結果、

２０２億円の減となる。

※ 200億円＝12円/kWh×16.7億kWh
12円/kWh  ：昼間を石油、夜間・休日を石炭とした場合の燃料費
16.7億kWh：前回の販売電力量と今回の販売電力量との差

104億円
燃料費増

694億円

5,056億円
今回原価

390億円
融通の自社充当

（燃 料 費）

229億円
融通の自社充当

(燃料費以外)
▲431億円

燃料費以外の
コスト減

292億円

融通の自社充当に
よる増を差し引いた

実質減 ▲202億円

4,764億円
前回原価

燃料費増の合計

200億円※

4,564億円
前回原価

(275億kWh)(292億kWh) (275億kWh)

104億円
燃料費増

694億円

5,056億円
今回原価

390億円
融通の自社充当

（燃 料 費）

229億円
融通の自社充当

(燃料費以外)
▲431億円

燃料費以外の
コスト減

292億円

融通の自社充当に
よる増を差し引いた

実質減 ▲202億円

4,764億円
前回原価

燃料費増の合計

200億円※

4,564億円
前回原価

(275億kWh)(292億kWh) (275億kWh)



27（参考）５．今回の値上げの要因

○ 今回の現行収入は、需要の減少（▲17億ｋＷｈ）などにより、前回収入に比べ ３３３億円減少（①）している。

○ 一方で、需要減により燃料費が２００億円減少しているため、実質的な収支不足は、１３３億円（②）である。

（うち、燃料費調整［▲0.02円/kWh］の影響：6億円）

※ 200億円＝12円/kWh×16.7億kWh
12円/kWh  ：昼間を石油、夜間・休日を石炭とした場合の燃料費
16.7億kWh：前回の販売電力量と今回の販売電力量との差

今回の現行収入４,４３１億円と今回原価
５,０５６億円との差６２５億円が、
値上げ額である。

この内訳は、前頁の原価要因とあわせて
見ると、

・需要減等による収入減 133億円

・実質的な燃料費の増加 694億円

・融通の自社充当(燃料費以外)   229億円

・コスト減(燃料費以外) ▲431億円

となり、供給構造変化による実質的な燃
料費の増加が、今回の値上げの主要因で
ある。

200億円

今回原価

現行収入

4,564億円

4,431億円

5,056億円

4,764億円

② 133億円

625億円

（275億kWh）

（275億kWh）

前回収入

＝

※

前回原価
（292億kWh）

前回原価
（275億kWh）

① 333億円

燃調影響
（6億円）

200億円

今回原価

現行収入

4,564億円

4,431億円

5,056億円

4,764億円

② 133億円

625億円

（275億kWh）

（275億kWh）

前回収入

＝

※

前回原価
（292億kWh）

前回原価
（275億kWh）

① 333億円

燃調影響
（6億円）



28２－６．今回・前回の融通の状況

○ 前回改定時（平成２０年度）には、原子力の安定運転を背景に、十分な供給余力を有していたため、

石炭火力の一部を含む比較的規模の大きな融通が可能であった。

これにより、火力発電設備の維持運営コストを回収し、自社のお客さまの原価低減を図ってきた。

前回、織り込んだ長期融通および短期融通は、５５億ｋＷｈ、６１９億円（１ｋＷｈあたり１１.３円）であり、その原価内訳は、

燃料費が３９０億円（同７.１円）、燃料費以外が２２９億円（同４.２円）である。

○ これに対し、今回改定（平成２５～２７年度）では、原子力の発電量が前回改定時（平成２０年度）に比べ大幅に減少し、保有す

る全ての火力の供給力を自社需要に充当することとなり、前回、送電していた他電力会社への融通は取りやめることとなった。

燃料費以外
人件費
修繕費
資本費
など

燃料費

自社需要に
要する燃料費

融通送電に
要する燃料費
３９０億円

３９０億円

自社需要の販売収入
＝小売料金

自社需要に
要する費用

融通収入
６１９億円

７８９億円

３,９７５億円

４,７６４億円

５,３８３億円

６１９億円

【全ての必要経費】

燃料費以外の費用

燃料費

３,９７５億円

７８９億円

【自社需要対応原価】
（小売対象原価）

（融通で回収する費用）
　（２２９億円）

２２９億円

【融通原価】
（控除収益）

４,７６４億円

１,１７９億円

１ｋＷｈあたり
４.２円

１ｋＷｈあたり
７.１円

１ｋＷｈあたり
１１.３円

◇ 前回原価における総原価と融通原価（＝融通収入）

注：融通原価の内訳は、一定の前提を置いて
試算したものである。



29２－７．融通販売電力料の規制部門・自由化部門への配分

○ 融通販売電力料収入は、経済産業省令（一般電気事業供給約款料金算定規則）に則り、規制部門と自由化部門に配分され、その割合

は、約50％程度とほぼ同水準となっている。

○ 今回原価に織込んだ融通販売電力料は、原子力利用率の低下に伴う代替供給力確保のため、他電力への融通送電を縮小することから、

前回原価と比べて大幅に減少することとなる。

なお、融通販売電力料は、控除収益として計上されるため、融通販売電力料が減少することにより、各部門の原価を控除する額も減

少することとなる。

前回原価

（Ｈ20年度）

実績 申請原価

（Ｈ25～27平均）Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度

融通販売

電力量
規制部門 62 61 34 51 42 ９

融通販売

電力料

規制部門 307 ［43%］ 330 ［43%］ 147 ［45%］ 213 ［45%］ 228 ［44%］ 47 ［43%］

自由化部門 408 ［57%］ 433 ［57%］ 183 ［55%］ 260 ［55%］ 291 ［56%］ 62 ［57%］

計 715 763 330 473 519 109

（単位：億kWh、億円）

※過去の使用済み燃料にかかる収益を除く。

【販売電力料における規制・自由化部門別の実績と今後の見通し】
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31３－１．事業報酬の概要と当社の財務状況

○ 「事業報酬」は、金融機関からの借入金や社債の支払利息、株主への配当金などに相当するもので、言い換えれば、「資金調達コス

ト」と言える（一般企業における利益とは異なる）。

○ 電気の安定供給確保に向け、発電所や送電線などの設備を継続的に形成していくためには、膨大な資金を安定的に調達する必要が

あるため、「事業報酬（＝資金調達コスト）」についても、算定規則で定められている。

○ なお、当社単独の２４年度の業績については、経常損益は６３４億円の損失、当期純損益は４６２億円の損失となったことから、

年度末時点の純資産は、約２,３７８億円となり、自己資本比率は１８％まで低下している。

H21年度末 H22年度末 H23年度末 H24年度末

純資産 合計 3,218 3,098 2,830 2,378

資本金＋法定準備金 2,135 2,135 2,135 2,135

積立金等 1,082 963 694 242

有利子負債 6,822 6,544 6,691 7,324

自己資本比率 24.4％ 23.5％ 21.6％ 18.0％

◇純資産の推移と有利子負債および自己資本比率 ※単独決算 （億円）

事 業 報 酬
（292億円） ＝ ×

自己資本報酬率(6.36％)×0.3 ＋ 他人資本報酬率(1.49％)×0.7

レ ー ト ベ ー ス
（9,734億円）

事 業 報 酬 率
（3.0％）

総

資

産

＜レートベース＞ 9,734億円

・特定固定資産

・建設中資産

・核燃料資産

・特定投資

・運転資本

・繰延償却資産

＜対象外資産＞

休止設備、貸付設備、電気事業外資産等

自己資本報酬率＝全産業（全電力除き）の自己資本利益率×β
＋公社債利回り実績値※１×（1－β）

β ：企業リスク（株式市場の株価平均が１単位変動する際の個別
企業の株価変動感応度）。算定には、９電力平均βを使用。

※１：国債(10年)、地方債(10年)、政府保証債(10年)

他人資本報酬率＝１０電力会社の平均有利子負債利子率※２

※２：有利子負債利子率
＝支払利息÷有利子負債残高（社債＋長期借入金＋短期借入金＋ＣＰ）



32３－２．レートベースの特定投資において、日本原燃(株)への投資増となる理由

○ 長期投資のうちエネルギーの安定的確保を図るための研究開発、資源開発等を目的としたもので、電気事業の能率的な経営のために

必要かつ有効であると認められる投資については、料金算定規則に従い、特定投資として原価に織り込んでいる。

○ 日本原燃(株)は、原子力発電所から発生する使用済燃料等の保管、再処理等を実施できる国内唯一の事業者であり、当社原子力事業

の運営において必要不可欠であることから、同社への投資については、原価に織り込むこととしている。

○ 今回の申請原価に織り込んだ日本原燃(株)への増資分については、平成22年９月に、同社再処理工場の竣工および安定操業を目的と

して、当社を含む電力各社への増資要請に対応したものである。原子燃料サイクル事業の推進は、今後も当社が原子力発電を円滑に進

めていくうえで必要かつ有効であるものであり、今回の申請原価に織り込んでいる。

今回
(H25～H27)

A

前回
(H20)
B

差引

C＝A－B
主な事業内容等

日 本 原 燃 ( 株 ) 257 77 180
ウラン濃縮や使用済燃料の再処理等を実施する

国内唯一の事業者

日本原子力研究開発機構 7 7 －
原子力に関する基礎的研究、応用研究を行い、

当社原子力事業に寄与

原子力損害賠償支援機構 3 － 3 原子力事故による損害賠償の円滑な実施を支援

石 炭 資 源 開 発 ( 株 ) 3 3 ▲0
海外の石炭資源の調査、開発等を行い、海外炭の長
期安定確保に寄与

日豪ウラン資源開発(株) － 3 ▲3 ウラン資源の開発、天然ウランの取得

合 計 270 91 179

＜参考＞レートベース（特定投資）の内訳
（億円）

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。



33３－３．配当の扱い

○ 当社は、これまでの経営効率化の取り組みを通じて得られた成果について、平成８年以降、計７回の料金改定により、お客さまに

還元するとともに、安定的な配当を継続することにより株主にも還元してきた。

○ しかしながら、平成24年度は、発電所の長期停止に伴う収支の悪化など不透明な事業環境が続いたことから、配当を見送っている。

○ 今後の復配については、お客さまに電気料金の値上げをお願いしているという状況を踏まえ、業績水準や財務状況、

中長期的な事業環境などを総合的に勘案ながら、慎重に判断していく。

◇配当金の推移(中間配当を開始した昭和53年度以降)

年 度 １株当たり配当 備 考

昭和53年度～平成11年度 ５０円 昭和54年度は３５円

平成12年度 ６０円 50周年記念配当

平成13年度～平成21年度 ５０円

平成22年度～平成23年度 ６０円 平成22年度は60周年記念配当

平成24年度 ０円 業績悪化による配当見送り



34３－４．積立金の取り崩し状況

○ 当社は、これまで、経営基盤の強化と電気料金の安定を目的に、原価変動調整積立金と別途積立金を積み立ててきた。

○ 原価変動調整積立金は、昭和58～63年度に、主として円高・原油価格の低下により発生した利益を積み立てたものであるが、伊方発

電所の再稼働遅れの影響により、燃料費等が大幅に増加したことを踏まえ、平成24年度に全額（450億円）を取崩した。

○ 別途積立金は、これまでの経営効率化の成果などによる利益を積み立てたもので、平成24年度末時点で490億円の残高を有しているが、

平成25年６月の利益処分において、全額を取崩す予定である。

S55年度 S58～63年度 H8年度 H10年度 H11年度 H12～23年度 H24年度 計

原価変動
調整積立金

－ 450 － － － － ▲450 －

別途積立金 50 － 80 60 300 － － 490

計 50 450 80 60 300 － ▲450 490

◇積立金の積み立ておよび取崩し状況

（億円）

25年6月
全額取崩し予定
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○ 当社では、電力の安定供給の維持や災害時の早期復旧など的確に対応するため、自前での技術力・工事能力等を育成・確保する観

点から、コスト削減に努めながら、グループ内製化を進めてきた。この結果、他社と比べて、グループ会社への発注比率が高い一方、

競争発注比率が低くなっている。（２３年度実績 グループ会社発注比率：７１％、競争発注比率：４％）

○ 今後については、特命発注から競争発注への移行により価格低減が図られた事例があることや、取引にあたって一段の透明性が求

められていることなどから、グループ会社、一般取引先を問わず、可能な限り競争発注の拡大に取り組む方針である。

競争発注比率の目標については、業務実態に基づく競争移行の可能性を分析・検討した結果を踏まえ、

・原価算定期間である今後３年間で、現状の３倍程度である「１５％以上」を目指すとともに、

・その後も、更なる拡大に向けて、最大限の努力をする

こととしたい。

【 競争発注比率拡大の考え方】

現 状

（23年度実績）
競争発注
（４％程度）

特命発注

（９６％程度）

今 後

競争発注の可能性がある範囲（３０％） 現時点で競争発注が難しいと考えられる範囲（７０％）

▲
0％

▲
15％

▲
30％

▲
100％

■取引先が１社のみのもの（４７％）

■既設設備の補修・維持更新に関するもの（１７％）

（既設設備の製作メーカー等による対応が必要）

■災害や設備トラブル等、緊急時に対応を要する

もの（６％）・3年間で現状の3倍程度
である15％を目指す

３－５．競争発注比率の具体的目標

・更なる拡大に向け、
最大限努力

▲
4％

グループ会社・一般取引先を
問わず積極的に競争を拡大



36３－６．調達・取引価格の効率化目標について（競争導入効果を含む）

○ 今回の原価算定における「調達・取引価格」の効率化目標については、平成２２～２４年度の間において、特命発注から競争発注

へ移行した案件の調達価格低減実績(▲６．８％)を参考に▲７％と設定している。

○ この効率化目標については、特命発注・競争発注を問わず、一律のコスト削減目標として設定しており、競争発注の拡大により期

待される効果も反映したものである。

原価への反映額 削減率

修繕費 ▲４８億円

一律

▲７％

廃棄物処理費 ▲５億円

委託費 ▲２３億円

普及開発関係費 ▲１億円

固定資産除却費（除却費用） ▲２億円

減価償却費 ▲７億円

（設備投資の抑制額） （▲８０億円）

計 ▲８６億円

特命発注⇒競争発注の移行
案件の調達価格平均削減率：6.8％

(22～24年度実績)

発注形態（特命・競争）を問わず、
一律の努力目標として織り込み。

【調達・取引価格の削減目標】 【対象費目】

削減目標率：▲７％
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○ 今回、電気料金の値上げ申請を行うにあたっては、経営効率化特別委員会での検討結果も踏まえ、グループの総力をあげて、これま

で以上の経営合理化・効率化に取り組み、お客さまのご負担の軽減を目指していく。

○ 具体的には、今回の料金原価の算定期間である平成25年度から27年度において、人件費や修繕費、諸経費などについて、年平均約

２８０億円のコスト削減（６％程度の値上げ率圧縮）を織り込むこととしている。

項 目 H25 H26 H27
３ヵ年
平 均

取 り 組 み 内 容

人 件 費 ９８ ９６ ９６ ９７

・採用の抑制 ・役員報酬の削減

・給料手当の削減 ・厚生費の削減

・委託検針集金費の削減 ・雑給の削減 など

需給関連費
１９ ２９ ３０ ２６

・低品位炭の利用拡大等石炭調達コストの低減

・購入電力料の削減交渉

・卸電力取引所の積極的な活用 など

修 繕 費 ７２ ６６ ７３ ７１
・調達・取引価格の低減

・工事内容、実施時期の精査

減価償却費 ３ １０ １８ １０
・調達・取引価格の低減

・工事内容、実施時期の精査

諸 経 費 ７８ ７８ ７４ ７７

・調達・取引価格の低減

・普及開発関係費の削減 ・寄付金、諸会費、団体費等の削減

・研究費の削減 ・賃借料、間接部門の養成費等の削減

合 計 ２７１ ２７９ ２９２ ２８１ －

燃 料 費
購入電力料

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

３－７．経営効率化の具体的内容

（億円）



38３－８．普及開発関係費の詳細

○「一般電気事業供給約款料金審査要領」等の記載内容を踏まえ、イメージ広告やオール電化関連、販売関連のＰＲ館運営に係る費用に

ついては、全額原価不算入とした。

今回
（H25～H27）

前回
（H20）

差引
備 考

A B Ｃ＝A－B

イ メ ージ広告・販促関連 0 555 ▲555 全額不算入

オ ー ル 電 化 関 連 0 1,942 ▲1,942 全額不算入

Ｐ Ｒ 館 （ 販 売 関 連 ） 0 273 ▲273 全額不算入

電 気 料 金 関 連 の 周 知

（料金コンサル関連除き）
0 4 ▲4

料金改定等の周知
※今回の当該費用は周知内容・業務形態に照らし委託費に計上

（２百万円）

電 気 安 全 関 連 76 21 56
感電事故の未然防止や電気機器の安全な使用に関
する周知等
※前回は当該費用の一部を諸費に計上（４６百万円）

需 要 抑 制 要 請 関 連

（ 省 エ ネ 関 連 除 き ）
9 0 9

需要ピーク期における需要抑制のための節電要請、
節電方法の紹介等

発電所立地に資する理解促進
活 動 関 連

383 416 ▲32
原子力・火力発電などの仕組みや必要性の理解促
進活動

そ の 他 情 報 提 供 関 連

（ 公 益 的 目 的 ）
330 371 ▲41

経営情報の開示、契約手続きの周知、料金コンサ
ル、省エネ啓蒙などに関する情報提供

合 計 798 3,582 ▲2,783

（百万円）

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。


